
本章では、神奈川県の女性と男性の状況を教育面からみるために、進学率、大学の専攻分野別学生数、

就職率、小学校・中学校・高等学校における教員と管理職者に占める女性割合を取り上げる。

進学率は、教育機会の平等を測る目安となるが、義務教育以降の進学率についてみると、高等学校進

学率は女性、男性ともに１００％に近く、また大学進学率は１９６０年以降、男女ともに増加してきており、

高学歴化の傾向にある。しかし、女性の場合には、４年制大学進学率は男性に比べて１０％程度も低く、

高等教育における男女格差はまだみられる（４‐１）。

専攻分野についてみると、人文、家政、芸術分野には女性の方が男性より学生数が多く、社会科学、

工学、理学には男性の方が学生数が多いというように、男女で異なった傾向がみられる。この数字は、

県内に所在する大学に在籍する学生の専攻分野についてであり、神奈川県民の数値を正確に代表するも

のではないが、全国的な傾向との一致もみられることから取り上げることにした（４‐２）。

大学卒業後の就職率は、女性は１９９０年をピークに下降し、現在は約６割にとどまる。男性は１９７０年を

ピークに低下し、現在では６割弱と女性よりもやや低く、男女ともに高学歴化、経済不況等の影響で大

学卒業後の就職率が低下していることがわかる（４‐３）。第２章「労働」でみたように、女性の場合には

子育て期に離職する割合が高く、また男性との賃金格差が存在する。高学歴の女性の能力を社会で生か

すためには、女性が就職でき、また男性と同様に職業を継続できるような条件整備が今後ますます必要

になる。

教育における意思決定場面への女性の進出状況をみるために、公立学校の管理職者に占める女性割合

を取り上げたが、小学校・中学校・高等学校における女性教員の割合はここ２０年間増加続けているのに

対し、女性割合の比較的高い小学校（６６．９％）でも、校長および教頭に占める女性の割合は２割程度に

とどまっている（４‐４）。

小・中・高と教育レベルが上がるにつれ、女性管理職者の割合が低下する傾向は、全国的な傾向と一

致するが、神奈川県の場合には、高等学校の女性管理職者割合は全国的にみて高位に位置する。本書で

は表を掲載していないが、２００１年～２００３年の春定期人事異動で公立高等学校の校長に登用された女性の

割合は１２．１％で全国１位である。また、教頭に登用された女性の割合は９．３％で全国６位である（池木

清「任命権者別に見た公立学校の女性校長・教頭の登用状況―都道府県・指定都市教委ランキング－」、

『男女共同参画研究』第６号ｐ．２４、日本橋学館大学、２００４年）。今後の登用の増加が、さらに期待され

る。

教育行政についてみると、県内の３７市町村の教育委員は１４９人、うち女性は４８人（３２．２％）であり、

教育長は３２人で全員が男性である（「教育行政調査」平成１７年５月１日現在）。教育現場においても、教

育行政においても、意思決定場面への女性の進出は今後の課題となっている。
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４‐１ 性、学校の種類別進学率の推移（１９６０－２００４年）

高校進学率は、１９７０年には女性・男性ともに９０％以上に達し、２００４年では女性９７．０％、男性９６．１％とほぼ１００％近くに達
している。高校から大学への進学者は１９６０年以降、増加傾向にあり、２００４年では女性３６．４％、男性４６．９％となっている。
大学卒業後進学者も増加傾向にあり、男女ともに高学歴化が進んでいる。

注：進学率＝進学者／卒業者
高等学校進学者は、本科全日制・定時制・通信制、別科、就職しつつ進学者を含む。１９６０・７０・８０年は通信制を含
まない。短期大学進学者は、本科への進学者のみ。就職しつつ進学を含む。大学進学者は、大学学部への進学者の
み。就職しつつ進学を含む。大学卒業後進学者には、就職しつつ進学を含む。

出 所 県政要覧
原出所 学校基本調査結果

４‐２ 性、専攻分野別にみた大学学部別学生数（２００４年）

神奈川県に所在する大学の学生数を、学部別・性別にみると、女性の数が男性よりも多い分野は、人文、その他の保健、
家政、芸術であり、男性の数が女性よりも多い分野は、社会科学、理学、工学、農学などであり、女性と男性の専攻分
野の違いが明らかである。また、社会科学の学生数が多いのは、社会科学の学部数が全学部１０７学部中３３と多いことも影
響していると思われる。

注：県内所在の学部に在籍する学生数
夜間を除く

出所 学校基本調査より作成
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４‐３ 性、学校の種類別就職率の推移（１９６０－２００４年）

高校卒業後の就職率は、１９６０年には女性６７．１％、男性５０．０％であったが、女性の場合には年々減少し、２００４年で７．６％に
なっている。大学卒業後の就職率は、女性は１９９０年の８３．６％をピークに低下し、２００４年には６０．５％である。男性の場合
には、１９７０年の９２．３％をピークに低下傾向にあり、現在では女性より低い５６．４％に留まっている。短大卒業後の女性の
就職率は、１９９０年以降に大きく落ち込み、現在では６３．５％と大学卒業後の就職率とさほど変わらなくなっている。

注：就職率＝就職者／卒業者
出所 学校基本調査結果より作成

４‐４ 初等中等教育における本務教員総数に占める女性割合の推移（１９８５－２００４年）

小学校の教員に占める女性割合は約６割、中学校では約４割、高等学校では約３割と、教育レベルが上昇するにつれ、
女性割合は低下している。管理職者に占める女性割合は、女性教員比率が最も高い小学校でも２００４年で校長１７．４％、教
頭２３．３％と約２割を占めるに過ぎない。中学校、高等学校ではさらに低くなり、約１割を占めるに留まっている。

（単位：人、％）

注：計には養護教諭等を含む。小学校・中学校は公立の本務者のみ。高等学校は、全高等学校の全日制のみ。
出所 学校基本調査結果報告より作成

計
女性 男性 女性割合

校長
女性 男性 女性割合

教頭
女性 男性 女性割合

教諭
女性 男性 女性割合

小学校 １９８５
１９９５
２０００
２００４

１４，８９５ ８，７８５
１３，９９７ ７，３３３
１３，８９４ ７，０７１
１５，０１９ ７，４３９

６２．９％
６５．６％
６６．３％
６６．９％

４０ ７９２
１４６ ７２０
１５０ ７２５
１５３ ７２５

４．８％
１６．９％
１７．１％
１７．４％

７６ ７６１
１８８ ６７８
１７３ ７０１
２０５ ６７４

９．１％
２１．７％
１９．８％
２３．３％

１３，８４４ ７，２２６
１２，７３９ ５，９３５
１２，６３８ ５，６４５
１３，６８２ ６，０４０

６５．７％
６８．２％
６９．１％
６９．４％

中学校 １９８５
１９９５
２０００
２００４

５，８１６ ９，２６９
５，２０９ ７，７１４
４，９５６ ７，０８３
５，０５６ ６，９８８

３８．６％
４０．３％
４１．２％
４２．０％

５ ３８５
１６ ４０２
３１ ３８９
４８ ３７１

１．３％
３．８％
７．４％
１１．５％

１１ ３８５
４１ ３７８
５４ ３６４
３５ ３８１

２．８％
９．８％
１２．９％
８．４％

５，３５２ ８，４９８
４，７０３ ６，９３４
４，４３６ ６，３２９
４，５２１ ６，２３６

３８．６％
４０．４％
４１．２％
４２．０％

高等学校１９８５
１９９５
２０００
２００４

４，２１８ １２，４６３
５，２９６ １２，５３７
３，２１８ ９，９６４
３，１３３ ９，０８１

２５．３％
２９．７％
２４．４％
２５．７％

１３ ２３１
１６ ２４１
２０ ２３４
２７ ２１０

５．３％
６．２％
７．９％
１１．４％

９ ２４１
２０ ２５５
２９ ２５２
３１ ２６３

３．６％
７．３％
１０．３％
１０．５％

２，７３６ １０，７５７
３，３７７ １０，８１４
２，８９１ ９，４３０
２，７４０ ８，５４８

２０．３％
２３．８％
２３．５％
２４．３％
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社会保障と社会福祉は、広い意味での貧困の予防と救済を目的としている。そのことによって、国民

生活全体の安全と安心、安定を図るものである。日本の社会保障・社会福祉制度の大半は、性別役割分

業を反映した「男性稼ぎ主」型世帯を前提にしてつくりあげられてきたのが大きな特徴である。

この章では、第一に、所得保障を取り上げる。生活保障の最後のセイフティ・ネットである生活保護

は、１９８４年と２００３年を比較すると、母子世帯の受給者減少と高齢者世帯の受給者増加が対照的にみられ

る（５‐１）。母子世帯の生活保護の背景には、女性（母親）の就労における低賃金等の問題とともに、所

得保障の重要な分野である児童手当について、厳しい所得制限、短期の支給期間、金額の低さ、受給者

が事実上父親に限定されているなどの問題点をかかえている。また、高齢者世帯の受給者に女性の割合

が高いのは、老齢年金において、就労時の女性の低賃金と勤続年数が短期であることによる厚生年金の

算定基礎金額が、男女で大きな格差があることに起因している（５‐２）。

なお、社会福祉においては「介護」が大きな社会問題であるが、要介護者と介護者の属性に関して男

女別のデータを得ることができなかったため、分析できなかった。

第二に、健康及び保健について取り上げる。ここでは、受療率、健康診断の受診および糖尿病の指摘

の有無、人工妊娠中絶件数、自殺者数について取り上げる。

図表には示さないが、本県において、２００３年の死因順位は、第１位は悪性新生物、第２位は心疾患、

第３位は脳血管疾患、つづいて、肺炎、不慮の事故、自殺、肝疾患、老衰（男：慢性閉塞性肺疾患）、

腎不全（女：糖尿病）、大動脈瘤及び解離の順となっている。生活習慣や高血圧、肥満等は脳卒中や心

臓病、糖尿病、悪性新生物（がん）等の疾病の発生に影響を与える危険因子として改善の必要性が指摘

されている。特に脳や心臓の循環器疾患による死亡の危険因子としては、喫煙、高脂血症、高血圧、栄

養過多、肥満、糖尿病が上げられている。

保健については、生活習慣病などの疾病の予防・早期発見に繋がる健康診断の重要性に着目し男女の

受診者数のひらきについて取り上げる（５‐４）。また、女性の生涯にわたる健康の確保の観点から低年齢

化の兆候も見られる人工妊娠中絶件数（５‐５）について、さらには、死因の６位を占め、且つストレス

との関係が深いとされ、最近増加している自殺について観察する（５‐６）。

第三に、暴力に関する統計を取り上げる。暴力の状況については、２００３年からの配偶者暴力相談支援

センターにおけるドメスティック・バイオレンスに関する相談件数についてみる。女性に対する配偶者

等からの暴力は、相談件数として大きく伸びているが、精神的暴力を含む場合は、被害者本人によって

それと認識されないことも多く、また、認識された場合を含めてなかなか明るみに出されないという問

題がある。
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５‐１ 生活保護・世帯類型別世帯数の推移（１９７５－２００３年）

生活保護の世帯類型では、母子世帯は９０年代後半には上昇傾向が少しあらわれているが、母子世帯では最大の年である
１９８４年を基準とすると、２，１６７世帯に比べて、２００３年でも７５％、１，６３６世帯にとどまっている。高齢者世帯（２人以上）
でも９０年代にはゆるやかな後退傾向がみられたが、２０００年代に入ってからは上昇しはじめ、近年は急速に増大を続けて
いる。また、男性に比べ７０歳以上の高齢女性の受給者数が増加している。

５‐１a１９８４年を１００とした時の各年推移

注：数値は年平均
出所 ５‐１、５‐１ａとも「神奈川県の生活保護」より作成

５‐１b 性・年齢階級別被保護実人員の状況（２０００－２００４）

（単位：人）

出所 被保護者全国一斉調査より作成（横浜市・川崎市を除く）
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８３２

３，４０７

４３８

７７１

２１８

４２８

３，７１８

１，１２４

４，９４３

６９０

１，１０３

３４９

５５９

３，９６４

１，１９６

５，４３９

８０５

１，２８１

５０４

６００

４，２８５

１，２６９

５，９８５

８９６

１，４４１

６７５

６７７

４，７０４

１，４１６

６，６１５

９９５

１，６３６

９３３

８１３

１９７５ １９８０ １９８４ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３

傷病・障害者世帯（単身）

傷病・障害者世帯（２人以上）

高齢者世帯（単身）

高齢者世帯（２人以上）

母子世帯

その他の世帯（単身）

その他の世帯（２人以上）

７９％

９６％

６９％

９７％

５３％

５６％

８２％

８７％

９８％

８７％

１００％

８１％

７０％

１１１％

１００％

１００％

１００％

１００％

１００％

１００％

１００％

１０２％

９８％

１０４％

１０３％

９４％

９４％

９４％

９０％

６３％

１１３％

８４％

４７％

７９％

５９％

９３％

５５％

１３４％

８８％

３６％

９２％

５４％

１２２％

７４％

１９４％

１３９％

５１％

１４７％

７０％

１３０％

７９％

２１４％

１６２％

５９％

２１３％

７６％

１４０％

８４％

２３５％

１８０％

６６％

２８５％

８５％

１５４％

９３％

２６０％

２００％

７５％

３９４％

１０２％

年 次

合計 ６０歳未満 ６０～６４歳 ６５～６７歳 ６８・６９歳 ７０～７４歳 ７５～７９歳 ８０歳以上

女 男 計 女 男 計 女 男 計 女 男 計 女 男 計 女 男 計 女 男 計 女 男 計

２０００年 ９，４０３ ７，９０５１７，３０８ ４，６５０ ４４，０８ ９，０５８ ９１３ １，０４５ １，９５８ ６４４ ６５９ １３０３ ４１１ ３７０ ７８１ １０７１ ７２１ １，７９２ ８５０ ３９９ １，２４９ ８６４ ３０３ １，１６７

２００１年 ８，８３７ ７，５８９１６，４２６ ４，５４５ ４，２４７ ８，７９２ ７９６ ９４０ １，７３６ ５９７ ６３１ １２２８ ４１４ ３５５ ７６９ ９１３ ７１１ １，６２４ ７７４ ４１６ １，１９０ ７９８ ２８９ １，０８７

２００２年 １１，３６０ ９，８７４２１，２３４ ５，６８６ ５，３３２１１，０１８ １，０２４ １，２６３ ２，２８７ ７１６ ８３９ １５５５ ５８４ ５３２ １，１１６ １２１２ ９７６ ２，１９８ １，０５７ ５５８ １，６１５ １，０８１ ３７４ １，４５５

２００３年 １２，５８６１１，１２３２３，７０９ ６，３８２ ６，００２１２，３８４ １，１００ １，４１２ ２，５１２ ７９６ ９４６ １，７４２ ５６７ ５８１ １，１４８ １３９８ １，１１６ ２，５１４ １，１１２ ６４５ １，７５７ １，２３１ ４２１ １，６５２

２００４年 １３，８２９１２，５１８２６，３４７ ６，９５９ ６，６９７１３，６５６ １，２２４ １，６４７ ２，８７１ ８９８ ９８６ １，８８４ ６０７ ６７４ １，２８１ １５３０ １，３２１ ２，８５１ １，２１６ ７２１ １，９３６ １，３９５ ４７２ １，８６７

－２６－



0

100

200

300

400

500

600

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

0

50

100

150

200

250

0

50

100

150

200

250

0

50

100

150

200

250

0

50

100

150

200

250
５-３a　糖尿病�

７５
歳
以
上�

６５
〜
７４
�

５５
〜
６４
�

４５
〜
５４
�

３５
〜
４４
�

２５
〜
３４
�

１５
〜
２４
�

５
〜
１４
�

０
〜
４
歳�

総
　
　
数�

女�
男�

５-３b　脳血管疾患� ５-３c  悪性新生物（がん）� ５-３d  筋骨格系及び結合組織の疾患�
男性の受療
率を１００とし
たときの女
性受療率の
割合�

７５
歳
以
上�

６５
〜
７４
�

５５
〜
６４
�

４５
〜
５４
�

３５
〜
４４
�

２５
〜
３４
�

１５
〜
２４
�

５
〜
１４
�

０
〜
４
歳�

総
　
　
数�

女�
男�

男性の受療
率を１００とし
たときの女
性受療率の
割合�

７５
歳
以
上�

６５
〜
７４
�

５５
〜
６４
�

４５
〜
５４
�

３５
〜
４４
�

２５
〜
３４
�

１５
〜
２４
�

５
〜
１４
�

０
〜
４
歳�

総
　
　
数�

女�
男�

男性の受療
率を１００とし
たときの女
性受療率の
割合�

７５
歳
以
上�

６５
〜
７４
�

５５
〜
６４
�

４５
〜
５４
�

３５
〜
４４
�

２５
〜
３４
�

１５
〜
２４
�

５
〜
１４
�

０
〜
４
歳�

総
　
　
数�

女�
男�

男性の受療
率を１００とし
たときの女
性受療率の
割合�

人� ％� 人� ％� 人� ％� 人� ％�

５‐２ 地方社会保険事務局・社会保険事務所別状況厚生年金保険（船員を除く）（２００３年）

標準報酬月額は、賃金月額にほぼ等しいもので、厚生年金の保険料徴収と年金給付の算定の基礎となっている。社会保
険事務所別では若干の差異があるものの、男子の標準報酬月額の平均額を１００とした女性の平均額は６０％台となっている。

注：任意継続以外の被保険者の計、標準報酬月額の平均には坑内員を含む
出所 平成１５年度版 社会保険庁事業年報より作成

５‐３ 性・年齢階級別受療率（２００２年）

糖尿病は、女性よりも男性で、３５歳から７４歳までの全ての年齢階層で受療率が高くなっている。男性の受療率を１００とし
た女性の受療率性比は、２５～３４歳で女性の受療率が男性の約２倍となっている。脳血管疾患の受療率についても、３５歳
～７４歳までの年齢階層で女性が低いが、高齢期には女性の受療率も急速に上昇し、７５歳以上では１０万人あたり１，８００人を
超える。悪性新生物（がん）の受療率は、５５歳以降では男性が高いが、２５～５４歳では女性の方が高率で、受寮率性比を
みると３５～４４歳では男性１００に対して女性２３０となっている。筋骨格系及び結合組織の疾患は２５歳以上の全ての年齢層で
女性の受療率が高く、男性の受療率の１．５～２倍となっている。

注：受療率は人口１０万人に対する患者数、入院と外来の計
出所 患者調査より作成

福
祉
・
保
健

地方社会保険
事務局・社会
保険事務所別

事業所数
（件）

被保険者数 標準報酬月額の平均 男子月額を
１００とした
ときの
女性月額報
酬の割合

任意継続以外の被保険者（人） 任意継続以外の被保険者（円）

計 女子 一般男子 平均 女子 一般男子

神奈川合計 ６５，２０３ １，３４８，５０２ ３８７，１２８ ９６１，３７２ ３４１，２４２ ２４３，８４２ ３８０，４６３ ６４．０９％

鶴見 ５，４００ １１６，８１９ ２７，７１０ ８９，１０８ ３５０，０１７ ２３８，５６７ ３８４，６７２ ６２．０２％

港北 ６，６３０ １３２，５６９ ３９，２９７ ９３，２７２ ３３６，０９６ ２４７，２９７ ３７３，５０９ ６６．２１％

横浜中 ６，３５６ １９４，２８７ ５６，７０４ １３７，５８３ ３４０，１７７ ２４５，３１５ ３７９，２７５ ６４．６８％

横浜西 ６，００８ １０８，７２０ ３４，５１５ ７４，２０５ ３３８，１８６ ２４６，４０２ ３８０，８７８ ６４．６９％

横浜南 ５，３１３ ７５，８６２ ２４，８３７ ５１，０２５ ３２４，４２４ ２４２，１３４ ３６４，４７９ ６６．４３％

川崎 ４，０３９ １１０，３１７ ２６，３０４ ８４，０１３ ３５５，５３７ ２４４，７３７ ３９０，２２７ ６２．７２％

高津 ５，３４９ １５２，４６０ ３５，５８６ １１６，８７４ ３８６，４４１ ２６２，５４１ ４２４，１６６ ６１．９０％

平塚 ３，９０４ ７９，５４７ ２３，４３３ ５６，１１４ ３２７，９１２ ２３１，７１７ ３６８，０８３ ６２．９５％

厚木 ３，９７８ ８３，２２９ ２２，６７６ ６０，５５３ ３３２，２４８ ２４１，１３１ ３６６，３７０ ６５．８２％

相模原 ５，８５４ ９４，５３８ ３０，４９９ ６４，０３８ ３２６，０７１ ２４３，５１４ ３６５，３９１ ６６．６４％

小田原 ３，３５２ ６０，１３３ １９，８４６ ４０，２８７ ３１３，５６３ ２３０，６５４ ３５４，４０５ ６５．０８％

横須賀 ３，８５８ ５４，１４２ １７，５７１ ３６，５７１ ３３０，９４３ ２４１，８２９ ３７３，７５９ ６４．７０％

藤沢 ５，１６２ ８５，８７９ ２８，１５０ ５７，７２９ ３２３，４１１ ２３８，３２５ ３６４，９０１ ６５．３１％

－２７－
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総　　数�20～24歳� 25～34 35～44 45～54 55～64 65～74 75～84 85歳以上�

男性の受診者を100とした�
ときの女性受診者の割合�

500 20 40 60 80 100％�

1996
年�

8.1

1.0

8.6

6.8

7.1

8.623.1

23.3

23.4

23.1 20.2

18.5

20.7

20.2 18.420.6

2000

2004

20歳未満計�

20～24歳�

25～29歳�

30～34歳�

35～39歳�

40～44歳�

45～49歳�

50歳以上（0%）�

不　　詳（0%）�

12.4

0.7

6.823.3 18.5 16.122.1

11.0

0.5

7.123.4 20.7 17.020.3

５‐４ 性、年齢階級別健康診断の受診者数および糖尿病指摘の有無（２００１年）

女性の２５～４４歳で、健康診断を受けない者が３００千人以上で男性と比べて多い。男性の健診受診者を１００とした場合の女
性受診者の割合は、２５～６４歳で５０～８０％と低い水準である。糖尿病の指摘を受けた者は、４５～５４歳の男性（７５千人）で
女性（２５千人）の３倍、５５～６４歳の男性（７４千人）で女性（４１千人）の１．８倍である。 （単位：千人）

５‐４a 男性の受診者を１００としたときの女性受診者の割合

出所 ５‐４、５‐４aとも国民生活基礎調査より作成

５‐５ 年齢階級別人工妊娠中絶件数の推移（１９９６－２００４年）

女性の人工妊娠中絶件数は全体として増加はしていないものの、２０歳代までで全体の５０％を占める状況は変わらない。
２０歳未満の件数は増加傾向にあるが、３５歳以上では減少傾向にある。 （単位：件）

５‐５a 年齢階級別割合

出所 ５‐５、５‐５aとも母体保護統計、衛生行政報告例より作成

福
祉
・
保
健

性 年齢階級 総 数
健康診断を
受けた

健康診断を
受けない

健康診断
受診不詳

糖尿病指摘
あり

糖尿病指摘
なし

糖尿病の
指摘不詳

女 総数 ３３２７ １７０１ １４８６ １４０ １３６ １５０１ ６３
２０～２４歳 ２８９ １４０ １３６ １３ ３ １３３ ４
２５～３４ ６７９ ２８３ ３８２ １４ ３ ２７４ ６
３５～４４ ５５９ ２４４ ３０５ １０ ６ ２３３ ５
４５～５４ ６２３ ３３９ ２６６ １８ ２５ ３０６ ７
５５～６４ ５３８ ３２２ １８８ ２７ ４１ ２６６ １６
６５～７４ ３９９ ２４７ １２４ ２８ ４１ １９１ １５
７５～８４ １７７ ９８ ６１ １８ １３ ７７ ８
８５歳以上 ６２ ２７ ２３ １１ ４ ２２ １

男 総数 ３２１１ ２１８７ ９０６ １１８ ２８４ １８４２ ６１
２０～２４歳 ２７９ １２３ １４６ １０ ２ １１７ ４
２５～３４ ６５６ ４２７ ２０６ ２４ ２１ ３９５ １０
３５～４４ ６０２ ４７２ １１６ １４ ３７ ４２４ １１
４５～５４ ６２４ ４６３ １４５ １５ ７５ ３８０ ８
５５～６４ ５３１ ３８３ １２８ ２０ ７４ ２９９ １１
６５～７４ ３６４ ２３７ １１１ １６ ５９ １６８ １１
７５～８４ １２２ ６７ ４３ １３ １２ ５２ ３
８５歳以上 ３２ １４ １１ ６ ４ ８ ２

総 数 １５歳 １５歳 １６歳 １７歳 １８歳 １９歳 ２０歳 ２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０歳 不詳
未満 未満計 以上

１９９６ １７，５７９ １，４２６ ４，０５７ ３，６２０ ３，５５２ ３，２２６ １，５０８ １８３ ２ ５
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５‐６ 自殺者数の推移（１９９０－２００３年）

自殺者は全体に増加しているが、女性はほぼ横ばいであるのに比べて、男性の増加が著しい。自殺の理由は、男女とも
「病苦等」の数が多いが、「経済・事業・生活問題」が１９９０年には男性３６人から２００３年には３０７人と増加している。

（単位：人）

５‐６ａ 理由別状況

出 所 ５‐６、５‐６aとも県政要覧より作成
原出所 県警察本部調

５‐７ 神奈川県におけるＤＶに関する相談件数の推移（２００３－２００５年）

配偶者暴力相談支援センターの相談件数をみると、年々件数は増加し、相談者はほとんどが女性である。年代別では３０
歳代女性の相談件数が多いものの件数の延びはみられず、対して４０歳代の相談件数が２００３年の５５４件から２００５年には７００
件と増加している。 （単位：件）

出所 人権男女共同参画課調
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１９９９年には、「男女共同参画社会基本法」が制定されたが、神奈川県においては、それ以前の１９８２年

に制定された「かながわ女性プラン」の時代より、また、２００２年に制定された「神奈川県男女共同参画

推進条例」や２００３年の「かながわ男女共同参画推進プラン」の中において、女性の意思決定過程への参

画は、男女共同参画を進めるための主要なテーマであった。

この章では、女性の意思決定過程への参画状況を、企業における管理職者割合、県・市町村議会の議

員数と女性議員割合、神奈川県の審議会等における女性委員割合及び衆議院議員総選挙における投票率

からみることとする。

企業における管理職者割合は、神奈川県女性労働実態調査によると、女性が９．４％、男性が３５．９％で、

女性と男性では依然大きな差が存在する（６‐１）。大手企業のCEO（最高経営責任者）に女性が就任す

る事が大きく報道されるなど、徐々にではあるが、経済分野でも女性の登用が進みつつあるが、企業規

模が大きくなるにつれ、女性管理職者割合が低いのが実情である。。

県・市町村議会の議員数では、神奈川県は全国と比較し女性議員の割合が、どの議会においても高く

なっている（６‐２）。特に町村議会においては、１９．４％となっており、全国平均の５．８％と比較し高い水

準となっている（２００４年）。全国を先行していくことで、より一層の増加を期待したい。

県の審議会等における女性割合は、２００４年には全ての審議会等で女性を含むこととなったが、今後は、

女性委員の割合が３０％を越えて増加していくことが期待される（６‐３）。

衆議院議員選挙における投票率は、１９６７年を境に女性の方が男性より高くなっている。また近年、全

国の投票率との較差が減少傾向にある（６‐４）。

意思決定の場にどれだけ多くの女性が参画できるかをみる国際的な指数として、ジェンダー・エンパ

ワーメント指数（Gender Empowerment Measure）がある。GEMは国連開発計画（UNDP）が導

入した手法で、女性の稼働所得割合、国会議員、管理職、専門職、技術職に占める女性比率を用いて算

出する。HDI（人間開発指数 human development index）、GDI（ジェンダー開発指数gender-related

development index）は平均寿命、教育水準、国民所得によって算定され、GEMと比較して用いら

れる。図表には示さないが、２００５年版のUNDP「人間開発報告書」によると、日本のＧＥＭは８０か国

中４３位で、HDI が１７７か国中１１位、GDI が１４０か国中１４位であるのと比較し、先進国の中で女性の意思

決定過程への参画が遅れていることが指摘されている。

日本政府は、「男女共同参画基本計画（第２次）」の重点的な取り組みとして、２０２０年までに、社会の

あらゆる分野において指導的地位に女性が占める割合を３０％になるよう目標を設定した。女性登用の今

後のより一層の拡大が期待される。

また、県民ニーズ調査における「男女の地位の平等感」では、全ての項目で、女性の方が男性より、

「男性の方が非常に優遇されている」と思う割合が高く意識面での男女格差がみられる（６‐５）。

６章 意思決定
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男女正社員に占める管理職者の割合は、業種によってばらつきがあるが、女性の割合はおおむね１０％前後である。また、
企業規模別にみると、従業員規模が大きくなるほど割合が低くなる傾向があるが、従業員規模３００－９９９人の企業におい
て、女性割合が４．９％で１００人以上の企業（８．３％）より低い割合となっている。

注：管理職は係長相当職以上
出所 神奈川県女性労働実態調査より作成

６‐２ 県・市町村議会の議員数と女性議員割合の推移－神奈川県・全国（１９８５－２００４年）

神奈川県の女性議員の割合は着実に増加し、平均１８．８％と全国平均を約１０％上回っている。１９８５年からの変化をみると、
ずっと増加傾向にあり、特に町村議員は１９８５年の３．２％から、２００４年には１９．４％（全国５．８％）に上昇している。

（単位：人、％）

６‐３ 県の審議会等における女性委員割合の推移（１９８５－２００４年）

２００４年には９５の審議会があり、全ての審議会において女性委員を含むこととなったが、委員総数１，７４２人中、女性は５０４
人と約３０％を占め、国の目標値をほぼ達成している。

６‐１ 男女正社員に占める管理職者の割合（２００１年）

出所 １９８５から１９９５年までは神奈川県オンライン資料室、２０００，２００４年は内閣府より作成
原出所 ２０００，２００４年は総務省調べ

出所 人権男女共同参画課調べ
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６‐４ 衆議院議員総選挙における性別投票率の推移（１９４６－２００３年）

衆議院議員選挙における投票率は、１９６７年を境に女性の方が男性より高くなっている。また２００３年には、女性５８．２％、
男性５７．４％で全国平均の５９．９％に近い値となっている。

注：１９９６年以降は、小選挙区選出議員選挙結果
出所 選挙管理委員会調べ

６‐５「男女の地位の平等感」２００４年

「男性の方が非常に優遇されている」と「どちらかといえば男性の方が優遇されている」を合算すると、「社会通念・慣
習などで」と「職場で」で男女とも男性の方が優遇されているとの考えが５０％を超えている。「家庭生活」では、女性は
男性優遇感（５２．１％）が強いが、男性は「平等」（４０．３％）感が強い。「教育」に関しては、男女ともに「平等」感が最も
高い。

出所 県民ニーズ調査
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